【様式３】
令和８年　　月　　日
（２０２６年）　
  城陽市福祉保健部福祉課　宛

                                   所在地
                                   法人の名称                            
                                   代表者職・氏名

                                                             
城陽市子どもの学習支援業務委託（単価契約） 企画提案書

本書類は、「城陽市子どもの学習支援業務委託（単価契約）仕様書」に基づき作成するものです。個別指導の学習塾としての専門性やノウハウを活かし、以下の各項目について具体的にご記入ください。
１．事業者概要・基本方針
（１）事業者概要と地域性の考慮

  ①事業への理解・知識：
        本事業の趣旨（生活困窮世帯・生活保護世帯等の中学生・高校生等に対する貧困の連鎖防止、自立支援）に対する理解や、教育格差の現状・個別指導の果たす役割に関する専門的知識についてご記入ください。
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  ②市内企業・地域性の該当状況（※該当するものに○、または記載）：
        [　] 城陽市内に本店がある
        [　] 城陽市内に支店、営業所等がある
        [　] 上記以外で府内在住者を雇用している
        [　] その他

（２）基本方針・実施概要

1 基本方針：
        個別指導のノウハウを活かし、本事業を運営する上での基本的な考え方や支援理念をご記入ください（パンフレット等の別添も可）。
　　　　別添の場合は資料の該当箇所を以下欄に記入すること。
	












  ②実施概要：
        支援拠点の設置場所（城陽市内）、想定する支援日時（週1回程度、60分～90分程度）、定員（5名程度）など、全体の運営スケジュールおよび体制の概要をご記入ください。
	











２．具体的な支援プログラム・特徴
（１）教育・進路選択支援の方法

  ①受験・学習支援（初期アセスメント・カリキュラム）：
        個別指導塾としてのノウハウを活かした「初期アセスメント（学力・特性診断）」の手法や、受験のための効果的な学習支援についてご記入ください。
        参加する生徒の進路や学習に対する悩み等を的確に把握し、学習の習慣づけ、授業等のフォローアップを行う具体的な指導手法をご記入ください。
	












  ②情報提供・助言（定期的な面談とフィードバック）：
        定期的な面談等を通じて、生徒及び保護者に対し、進路選択その他の教育・就労に関する最新の情報提供及び適切な助言をどのように行うかご記入ください。
	













（２）生活・自立支援の方法

  ②生活習慣・育成環境の改善：
        個別指導の中で、生徒及び保護者を取り巻く環境の変化に対応した生活習慣及び育成環境の改善に関して、どのように助言・サポートを行うかご記入ください。
	












  ②心身の健康と自己肯定感の向上：
        生徒の心身の健康に関する配慮や、成功体験の積み重ね等を通じて将来の希望を持ち、その実現に向け努力できるよう自己肯定感を養う取り組みについてご記入ください。
	
















（３）安定した事業実施・継続の方法

  ①支援ツール・環境づくり：
        事業で使用する学習ツール（個別最適化学習教材、ICT教材等）や、生徒が無理なく参加又は継続しやすい教室環境づくりについてご記入ください。
  
	












  ②安全管理・トラブル防止：
        生徒同士のトラブルや事故予防対策、指導時の見守り、災害発生時等の生徒の安全性を確保するための対策についてご記入ください。
	

















  ③効果的・効率的な実施：
        個別指導の特性を活かしつつ、限られたリソースの中で事業を効果的・効率的に実施するための運営上の工夫をご記入ください。
	












３．連携体制・効果測定
（１）関係機関との連携

    他の学習支援事業や関係機関との連携：
        城陽市（福祉課等）や学校、福祉事務所その他の関係機関とどのように連携を図り、生徒の情報を共有しながら円滑な支援につなげるかご記入ください。
	

















（２）効果測定・検証

    支援効果を測定できる指標：
        支援効果等を客観的・継続的に測定できるような指標（例：学校の成績や学習定着度の変化、出席率・継続率、進路決定率、生活習慣の改善度等）の提案をご記入ください。
	












４．推進体制・業務実績
（１）業務実施体制（人員の確保）

    業務責任者・指導員の確保：
        全体を指揮監督する「業務責任者」および、個別指導や学習支援等について十分な知識・経験を有し適切な指導を行える「指導員」が確実に確保されているか、配置計画および指導員の質を担保する研修体制等をご記入ください。
	













（２）業務実績

    同種・類似業務の実績：
        自治体からの受託による子どもの学習支援事業、生活困窮世帯等を対象とした学習支援、その他個別指導塾としての同種・類似の指導実績（名称、実施期間、業務概要）をご記入ください。
	












５．契約に関する基本事項
    （１）契約単価
	   1人月額：　　　　　　　円（消費税及び地方消費税を除く）
   ※テキスト等教材一式を含む1人当たりの上限金額を記載してください。
学年別に設定する場合は学年ごとの単価上限額を以下に記載してください。また、月額については22,550円を上限とします。提案価格のうち最高価格を評価基準とします。

中学１年生：　　　　　　　円（消費税及び地方消費税を除く）
中学２年生：　　　　　　　円（消費税及び地方消費税を除く）
中学３年生：　　　　　　　円（消費税及び地方消費税を除く）
高校１年生：　　　　　　　円（消費税及び地方消費税を除く）
高校２年生：　　　　　　　円（消費税及び地方消費税を除く）
高校３年生：　　　　　　　円（消費税及び地方消費税を除く）







    （２）対応可能人数
      　　　 　　　　 人


    （３）人数以外に条件がある場合はその内容
	



























                                   　【連絡先】
                                        部　署
                                        担当者
                                        電　話
                                        E-mail
